
北秋田市「人口ビジョン」及び「総合戦略」の骨子案

１ 人口動向分析

（１）人口減少の進行

（２）戦後から続く「社会減」

（３）昭和62年から続く「自然減」

（４）就業者数の減少

２ 将来人口の推計と分析（国立社会保障・人口問題研究所等推計）

（１）将来の人口推計

（２）人口の変化が地域の将来に与える影響

３ 目指すべき将来の方向（将来展望と取組方向）
（１）社会減の早期解消
（２）自然減の抑制
（３）持続可能な地域づくり
→ 目指すべき将来人口は●万人（平成52（2060）年）

人口ビジョン

１ 基本的視点
人口減少社会にあって、日本に無くてはならない秋田、自立する秋田を目指し、官民一体となり、次の視点に沿って、
有形無形の資源を最大限活用した取り組みを進める。（県骨子引用）

２ 基本目標

３ 具体的な施策（施策名は、総合計画で検討中の施策名を４つの基本目標別に貼り付けたもの）

総合戦略（平成２７～３１年度）

１．雇用創出のための産業振興 ２．移住・定住対策 ３．少子化対策 ４．新たな地域社会の形成

１．雇用創出のための産業振興

①農業・畜産業の振興
◆農産物販路拡大事業
・比内地鶏素雛購入費補助
・推奨品目販売促進事業、 ・POSシステム導入など

②林業の振興
③商業の振興
◆北秋田市スーパープレミアム商品券事業
④観光・レクリエーションの振興
◆北秋田市観光ＰＲ事業
・市観光物産協会による首都圏等での観光ＰＲイベン
ト補助

・観光施設等へのWi-Fi設置
◆北秋田市スーパープレミアム宿泊券
◆内陸線乗車促進事業
⑤工業の振興
⑥男女共同参画社会の実現

２．移住・定住対策

①Ａターンの促進
◆奨学金返還支援事業
◆就業資格取得支援事業
②住環境の整備
◆住宅リフォーム助成事業
◆空き家バンク制度
◆移住者住宅支援事業
③企業誘致・雇用の確保
◆起業支援助成事業
◆働く場づくりサポーター制度

３．少子化対策

①安心して結婚・出産・子育てできる環境の充実
◆福祉医療
◆妊婦・乳幼児健診等育児支援事業
◆不妊治療費助成事業
◆保育料の負担軽減 など
②企業誘致・雇用の確保（再掲）

４．新たな地域社会の形成

①地域コミュニティの推進・地域自治の体制確立

②生涯学習の充実

③雪対策の充実

④公共交通の維持・確保

③地域防災体制の充実 など

◆本市の人口は、昭和30年の約6.7万人がピークで、平成
26年末で34,533人

◆戦後から社会減（転入ー転出）が続いているが、現在で
は、約半数の若年層が就職や進学のために市外に転出

◆出生数は昭和59年をピークに減少、平成26年は150人
◆死亡数は平成21年がピークで658人、平成26年は604人

◆昭和35年31,355人をピークに減少、平成22年は16,415人
◆特に農業就業者は、ピーク時の11％にまで落ち込む

◆平成52（2040）年の推計人口は18,630人、出生数は80人
◆生産年齢人口（7,958人）は、老年人口（9,290人）を
下回ることとなる

◆高齢化率は、総人口の減少により49.9％となる

◆就業者数は、58.2％減の6,858人となる
◆人口は減少するが、入院患者数の減少幅は小さい。
◆児童・生徒数が５～６割減少していく。

平成２ ７年６月 ２ ４日
総 合 政 策 課 作 成

※詳細は、現在作成中の北秋田市人口ビ
ジョンの完成後に設定する。

資料３

完全失業率 ●％
市内事業者従業者数 ●人
女性就業率 ●％
観光客数 ●人 など

本市への移住者数 ●人
Ａターン就職者数 ●人

など

出生数 ●人
合計特殊出生率 ●人

など

自立活性化活動に取り組む自
治体数 ●自治体

自主防災組織結成数 ●自治
体 など

※各事業名は、現在実施しているものを一例として記載し
たもの。

※各事業にそれぞれ目標となる重要業績評価指標（ＫＰＩ）
を設定し、事業効果の検証を行い、改訂していく。


